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高齢者保護措置事業 事務事業評価シート

27年度(計画)

26年度(実績) 27年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

0407 高齢者保護措置事業

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

【 事後評価 】平成 26 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 01 02

政策 2-5 福祉の充実
施策 2 高齢者福祉の充実

目的 養護老人ホームへの入所措置

対象 要支援高齢者（入所措置）

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性
意図 施設での適切な生活管理のもと安心した入所生活を図る

妥当である

見直し余地がある

○養護老人ホームはなまき荘の指定管理業務委託を実施した。
はなまき荘の社会福祉法人大谷会への指定管理業務委託
○高齢者短期入所事業委託
急迫的に保護を必要とする要支援高齢者の短期入所業務委託を実施した。
○老人保護措置費
養護者不在等在宅生活が困難となった要支援高齢者を老人福祉法に基づき施設で養護するための
扶助費を支出した。

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

市の関与により、他の施設に入所出来ない状況（介護度、経済的
理由など）の要支援高齢者の安心、安全な生活を確保できる。短
期入所事業により高齢者虐待や身体の危険に伴う事案に対応。

 受益と負担の適正化余地 入所者はケース検討会議、身辺調査を経て、第三者で構成される
入所判定委員会において適正かつ公平に要否判定を受けている。
費用負担については個人の収入に合わせ負担金が生じるほか扶養
義務者からの負担金を徴収している。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

妥当でない

委託

公
平
性

50

老人福祉法に基づく措置事務である。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

措置費については、国や県の基準に基づき、他の養護老人ホーム
と同基準で設定されている。

50

後援・協賛 補助・助成

25年度(実績)

市民参画の有無 対象外
適正である

市民協働の形態
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

実績 48 47

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 26年度(実績)

②
計画

①
養護老人ホームはなまき荘入所者
数

人
計画 50

実績
③

計画

実績

目標

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

実績

25年度(実績)

実績

②
目標

①

目標

実績

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

老人福祉法に基づいた適切かつ的確な措置事務を遂行した。

目標値より低い



※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。 （単位：千円）

単位：千円

○ ～

事業費実績内訳

13節　122,103千円

・はなまき荘指定管理業務委託料　121,957千円　（50人/月）
・短期入所事業委託料　　146千円

20節　85,349千円　老人保護措置費
　宝寿荘35人/月　松寿荘（雫石町）5人/月　祥風苑（大船渡：盲老ホーム）1人/月

　

高齢者保護措置事業

坊澤尚行 514

平成 26 年度 事業説明資料 【 】

項

担当部署 部名 生活福祉 課名 長寿福祉 担当係長 内線

会計 款 《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

一般 03 01

25年度
決算額(A)

26年度
決算額(B)

27年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
210,179 207,452 △ 2,727

財
源
内
訳

国・県

地方債

その他 38,367 34,483 △ 3,884

1,157

事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成 年度 平成

事業開始の背景・経緯

部経営方針における目標

事業概要

○養護老人ホームはなまき荘の指定管理業務委託を実施した。
はなまき荘の社会福祉法人大谷会への指定管理業務委託
○高齢者短期入所事業委託
急迫的に保護を必要とする要支援高齢者の短期入所業務委託を実施した。
○老人保護措置費
養護者不在等在宅生活が困難となった要支援高齢者を老人福祉法に基づき施設で養護するための
扶助費を支出した。

法に基づく措置権限により入所を決定していることから、適切・的確な事務執行をする。

事業説明資料

高齢者保護措置事業

慣れ親しんだ地域で、共に支え合い、安心していきいきと暮らせるまちをつくる

年度〕

目

02

事業ｺｰﾄﾞ

0407

老人福祉法第２条の基本理念に基づき、環境上の理由及び経済的理由により居宅養護の困難な者
を養護老人ホームへ入所させ養護する必要が生じたもの。

一般財源 171,812 172,969

事業名

事後評価

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

入所判定委員会 

要援護老
人及び家

族等 
市 

養護老人
ホームはな

まき荘   
（指定管理者
（福）大谷会） 

入 所 相 談 

入所負担金の徴収 

入所依頼 

入所受託 

措置費支払 

措置費請求 

結果

報告 判

定

入所措置 

指定管理業務委託 


